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（１）物流改正法について
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物流改正法の概要（R6.5.15公布）

○①荷主（発荷主、着荷主）、②物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対し、 物流効率化のために
取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について国が判断基準を策定。

○上記①②の取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。

○上記①②のうち一定規模以上のもの（特定事業者）に対し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、中長期計画の
実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施。

○特定事業者のうち荷主には、物流統括管理者の選任を義務付け。
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○運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等について
記載した書面による交付等を義務付け。

○元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。
○下請事業者への発注適正化について努力義務を課すとともに、一定規模以上の事業者に対し、当該適正化に関する
管理規程の作成、管理者の選任を義務付け。

貨物自動車運送事業法（トラック事業者の取引に対する規制）

すべての事業者

一定規模の以上の事業者

流通業務総合効率化法（荷主・物流事業者に対する規制）

貨物自動車運送事業法（軽トラック事業者に対する規制）
〇軽トラック事業者に対し、①必要な法令等の知識を担保するための管理者選任と講習受講、②国交大臣への事故報告を義務付け。
〇国交省HPにおける公表対象に、軽トラック事業者に係る事故報告・安全確保命令に関する情報等を追加。

物流改正法について

R7.4.1施行

R8.4.施行予定

R7.4.1施行

R7.4.1施行



新物効法の施行に向けた合同会議取りまとめのポイント
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書面交付と実運送体制管理簿の作成
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実運送事業者情報の通知
〔実運送事業者の名称、下請次数、

貨物の内容、運送する区間等〕

事業者が、運送責任を負わない、いわゆる「水屋」や「マッチングサイト」等を使って下請に出す
行為を行う場合も、当該事業者は、適正化に係る努力義務を負う
⇒ 監査やトラック・物流Gメンによるチェック

書面交付
（メール・FAX・データ連携も可）

書面交付
（メール・FAX・データ連携も可）

書面交付
（メール・FAX・データ連携も可）

荷主

元請

１次請
※利用運送事業者を含む

実運送

元請情報等の通知
〔元請の連絡先、下請次数、荷主の名称等〕

実運送体制
管理簿

………………
………………

実運送体制管理簿の作成
（様式自由（既存の配車表等への追記でも可））

〔実運送事業者の名称、下請次数、
貨物の内容、運送する区間等〕

元請情報等の通知
〔元請の連絡先、下請次数、荷主の名称等〕



物流改正法の施行に向けたスケジュール

2024年４月２６日 法案成立

2024年５月１５日 法律公布

2025年度４月 【物効法】 荷主・物流事業者の努力義務・判断基準

【トラック法】 契約書面の交付、実運送体制管理簿の作成 等

2026年度４月頃 【物効法】 特定事業者の指定、中長期計画の提出・報告、
物流統括管理者（CLO）の選任 等

国交省・経産省・農水省３省審議会の合同会議設置
（荷主・物流事業者に対する規制的措置の具体的内容の検討）

政省令の整備、パブリックコメント 等

各種業界団体と意見交換（荷主・物流事業者）
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（２）適正な運賃の収受について
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＜運賃水準の引上げ幅を提示＞
運賃表を改定し、平均約８％の運賃引上げ 【運賃】
算定根拠となる原価のうちの燃料費を120円に変更し、燃料サーチャージも120円を基準価格に設定 【運賃】

＜荷待ち・荷役等の対価について標準的な水準を提示＞
現行の待機時間料に加え、公共工事設計労務単価表を参考に、荷役作業ごとの「積込料・取卸料」を加算 【運賃】

荷待ち・荷役の時間が合計２時間を超えた場合は、割増率５割を加算 【運賃】
標準運送約款において、運送と運送以外の業務を別の章に分離し、荷主から対価を収受する旨を明記 【約款】
「有料道路利用料」を個別に明記するとともに、「運送申込書／引受書」の雛形にも明記 【運賃】【約款】

1,760円/30分（4tクラス中型車）

2,180円/30分（4tクラス中型車）機械荷役の場合
2,100円/30分（4tクラス中型車）手荷役の場合

「標準的運賃」等の見直し①（R6.3.22国交大臣告示）

＜「下請け手数料」（利用運送手数料）の設定等＞
「下請け手数料」（運賃の10％を別に収受）を設定 【運賃】
元請運送事業者は、実運送事業者の商号・名称等を荷主に通知することを明記 【約款】

＜契約条件の明確化＞
荷主、運送事業者は、それぞれ運賃・料金等を記載した電子書面（運送申込書／引受書）を交付することを明記
【約款】

１．荷主等への適正な転嫁

積込料・取卸料

待機時間料

２．多重下請構造の是正等
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＜「個建運賃」の設定等＞
共同輸配送等を念頭に、「個建運賃」を設定 【運賃】

リードタイムが短い運送の際の「速達割増」（逆にリードタイムを長く設定した場合の割引）や、有料道路を利用しない
ことによるドライバーの 運転の長時間化を考慮した割増を設定 【運賃】

＜その他＞
現行の冷蔵・冷凍車に加え、海上コンテナ輸送車、ダンプ車等５車種の特殊車両割増を追加 【運賃】
中止手数料の請求開始可能時期、金額を見直し 【約款】
運賃・料金等の店頭掲示事項について、インターネットによる公表を可能とする 【約款】

「標準的運賃」等の見直し②（R6.3.22国交大臣告示）

荷主A＋荷主B

荷主A

荷主B

１個＝
１両＝

１両＝

３．多様な運賃・料金設定等
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荷主A 荷主B

国土交通省：「標準的な運賃」について
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価格交渉における「標準的運賃」の活用

〇 昨年11月に内閣官房・公正取引委員会が連名で発出した「労務費の適切な転嫁のた
めの価格交渉に関する指針」では、交渉の過程で発注者から労務費の上昇に関する詳
細な説明・資料の提出が求められることが価格転嫁の要請を困難にする一因となってい
る状況に鑑み、発注者は、トラック運賃に係る「標準的運賃」を含む、公的機関からの
公表資料等を合理的な根拠があるものとして尊重することとされている。

〇 受注者であるトラック事業者には、積極的に情報を収集して交渉に臨むこと、トラック運
賃に係る「標準的運賃」を含む公表資料を根拠資料として用いること、適切なタイミング
で自ら発注者に価格転嫁を求めることが期待されている。

★発注者としての行動③
労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提
出を受注者に求める場合は、公表資料に基
づくものとし、受注者が公表資料を用いて提
示して希望する価格については、これを合理
的な根拠があるものとして尊重すること。

★受注者としての行動②
発注者との価格交渉において使用する労務
費の上昇傾向を示す根拠資料としては、最
低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額
やその上昇率などの公表資料を用いること。

「公表資料」の例として「一般貨物自動車運送事業に係る標準的な運賃」が明記されている

＜労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（抜粋）＞



各種施策の紹介

〇パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化の取組について

（令和 ３年 12 月 27 日付閣議了解別紙２）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/pdf/partnership_torikumi_set.pdf

〇「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」に関する公正取引

委員会の取組

https://www.jftc.go.jp/partnership_package/index.html

〇下請取引適正化、価格交渉・価格転嫁に関する中小企業庁の取組

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/index.html#tenka_torihiki_tekiseika

〇パートナーシップ構築宣言

https://www.biz-partnership.jp/

〇燃料油価格激変緩和対策事業

https://nenryo-gekihenkanwa.go.jp/

〇物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/juutenshien.html
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（３）荷主等への要請について

（トラック・物流Gメン等の取組）
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平成３０年改正(法律第９６号）

改正の概要

荷主対策の深度化 トラック事業者の法令遵守に係る国土交通大臣による荷主への働きかけや要請等の規定

標準的な運賃 運転者の労働条件を改善し、持続的に事業を運営するための参考指標としての「標準的な運賃」制度

（令和２年４月告示） ⇒セミナーや各種協議会による周知・浸透

時間外労働規制が適用される
（令和６年３月）までの時限措置

働きかけ 要 請 勧告・公表

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

制度創設当時 改正後
「当分の間」の措置
（実質恒久的な制度へ）

改正の目的

貨物自動車運送事業法の一部改正による対応
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「荷主対策の深度化」・「標準的な運賃」を時限措置から恒久的な制度へ
令和５年改正（法律第６２号）

トラック運送業の健全な発達を図るため、規制を適正化

時間外労働規制の適用（令和６年４月）を見据え、緊急に運転者の労働条件を改善

規制の適正化

働き方改革の実現と安定的な輸送サービスを確保するため両制度の継続的な運用が必要なため

事業者が遵守すべき
事項の明確化 定期的な車両の点検・整備の実施や社会保険料の納付等の義務づけ

参入要件を厳格化（欠格期間の２年から５年への延長や、資金力確保の厳格化等）



トラック・物流Gメンの設置による荷主・元請事業者への監視体制の強化

トラックドライバーは、労働時間が長く、低賃金にあることから、担い手不足が喫緊の課題。
働き方改革の一環として、2024年4月からドライバーに時間外労働の上限規制（年960時間）が適用されるが、これによる物流への
影響が懸念（「2024年問題」）。
国土交通省では、貨物自動車運送事業法に基づく荷主等への「働きかけ」「要請」等による是正措置を講じてきたが、2024年問題を前
に、強力な対応が必要。
このため、新たに「トラックGメン」を設置することで荷主等への監視体制を緊急に強化し、荷主対策の実効性を確実なものに。

⇒ 令和5年7月21日、162名体制※で本省及び地方運輸局等に設置（うち九州18名）
※緊急増員80名（本省２名、地方運輸局等19名、運輸支局等59名）、既存定員との併任等82名（本省13名、地方運輸局等16名、運輸支局等53名）

国土交通省
（本省、地方運輸局・支局）

トラック事業者

関係省庁
（中企庁、公取委、厚労省）

荷主
・

元請トラック事業者

荷主所管省庁
（経産省、農水省 等）

連携 連携

トラックGメンの設置による荷主等への監視体制の緊急強化
トラック事業者へのプッシュ型の情報収集を開始し

情報収集力を強化（2023年度～）
トラック法に基づく「働きかけ」「要請」「勧告・公表」

制度※の執行力を強化（2023年度～）

トラック法に基
づく是正措置情報収集

※2018年に議員立法で制定。2023年6月に適用期限を「当分の間」に延長。
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「トラック・物流Ｇメン」への改組と体制の拡充
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長時間の荷待ち（48％）
契約にない附帯業務（20％）
運賃・料金の不当な据置き（16％）
無理な運送依頼（7％）
過積載運送の指示・容認（5％）
異常気象時の運送依頼（4％）

トラック・物流Ｇメンの累計実績（令和６年１２月末時点）

〈運輸局別働きかけ・要請・勧告実施件数〉 R1.7～R6.12

沖縄総合事務局

要請： 0
働きかけ：11

北海道運輸局
要請： 4

働きかけ：61

東北運輸局

要請： 5
働きかけ：46

関東運輸局
勧告： 3
要請： 93

働きかけ：510
中部運輸
局 要請： 17
働きかけ：127近畿運輸局

勧告： 1
要請： 34

働きかけ：160

北陸信越運輸局
要請： 5

働きかけ：126 

中国運輸局
要請： 6

働きかけ：109

四国運輸局
要請： 11

働きかけ：74
九州運輸局

要請： 8
働きかけ：154

勧告 ：
要請 ：
働きかけ：

4件（荷主2、元請１、その他1）
183件（荷主94、元請83、その他6）
1,378件
（荷主942、元請399、その他37）

⇒ 計1,565件の法的措置を実施

働きかけ等の累計実施件数
（R1.7～R6.12）

主な違反原因行為
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トラック・物流Ｇメンの都道府県別実績（令和６年１２月末時点）
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106.5件/月

トラック・物流Gメン設置
（R6.11.1）

1.8件/月

今般「働きかけ」「要請」「勧告」の対象となった荷主等についてはフォローアップを継続し、改善が図られない場合は
更なる法的措置の実施も含め厳正に対処。

トラック・物流Ｇメンによる集中監視月間（令和６年11月・12月）の取組結果

「物流革新に向けた政策パッケージ」（令和5年6月）に基づき、全国162名体制の 「トラックＧメン」 を設置（令和5年7月）。
関係省庁と連携して、悪質な荷主・元請事業者に対し、貨物自動車運送事業法に基づく「働きかけ」や「要請」を実施。
令和6年11月には、物流産業全体の取引適正化を進めるため、トラックＧメンを「トラック・物流Gメン」へ改組し、本省・地方運輸局
等の物流担当部署の職員と、各都道府県のトラック協会が新たに設ける「Gメン調査員」を加えた総勢360名規模に体制を拡充。
令和６年11月・12月を「集中監視月間」と位置づけて取組を強化し、「勧告」（2件）を実施（令和7年1月30日）したほか、 「働きか
け」（423件）、「要請」（7件）による是正指導を徹底。

トラック・物流Gメンによる集中監視月間の活動実績

＜月当たりの「働きかけ」「要請」「勧告」平均実施件数＞

57件/月

216件/月

R1.7～ R5.7.21～ R6.1～

Gメン調査員からの情報提供
運輸支局にR6.12.28までに計115件の通知あり

トラックGメン設置
（R5.7.21）

R6.11～R6.12
【集中監視月間】

65.8件/月

勧告 ：
要請 ：
働きかけ：

2件（荷主1、その他1）

7件（荷主4、元請2、その他1）

423件（荷主304、元請104、その他15）

⇒ 2ヶ月間で計432件の法的措置を実施

働きかけ等の実施件数（R6.11～R6.12）

倉庫業担当Gメンによる倉庫業者へのヒアリング
業界と連携して倉庫業者へのヒアリングを実施。
各地方運輸局等においても、倉庫事業者や地区協会へ
のヒアリングを所轄地域にて実施。

R5.11～R5.12
【集中監視月間】
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トラック・物流Ｇメンによる集中監視月間における勧告の公表
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九州運輸局のトラック・物流Ｇメンの活動①

20

情報収集

事業者訪問、電話による情報収集のほか、独立行政法人自動車事故対策機構（NASVA)にて
実施される運行管理者一般講習の際のアンケート配布等により積極的に情報収集を実施して
いる。
○調査実績（R6.12末現在）：2483件（トラックGメン設置（R5.7.21）以降の累計）

R6.12.10＠諫早TS R6.12.19＠宮原SA

また、SA・PAやトラックステーションにてトラックドライバーへのヒアリングを随時実施している。

R6.12.6＠鳥栖TS



九州運輸局のトラック・物流Ｇメンの活動②（法的措置）

21

法的措置の実施状況

働きかけ要請

155（147）8（8）

31.0%

16.2%

34.3%

4.2%5.1%

8.3%

0.9%

違反原因行為の内訳

■長時間の荷待ち 34.3%
■運賃・料金の不当な据え置き 31.0%
■契約にない附帯業務 16.2%
■無理な運送依頼 8.3%
■異常気象時の運送依頼 5.1%
■過積載の指示・容認 4.2%
■その他 0.9%

※括弧内はトラックGメン設置（R5.7.21）以降の数字

R7.1末時点



荷主の違反原因行為の情報提供

22

【皆様へのお願い】
本省ホームページの「投稿窓口」（目安箱）だけでなく、運輸局及び支局へ直接の申し出を受け付けて
います。「荷主の違反原因行為」に関する積極的な情報提供をお待ちしています。
右側の九州運輸局のQRコードから当局ホームページにアクセスできます！
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【参考資料】



（Ⅰ）「物流革新に向けた政策パッケージ」に

基づく取組について

24
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• 荷主、事業者、一般消費者が一体となって我が国の物流を支える環境整備について、総合的
な検討を行うため、令和5年3月31日に「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置。

• 同年6月2日に第2回を実施し、商慣行の見直し、物流の効率化、荷主・消費者の行動変容に
ついて、抜本的・総合的な対策をまとめた「物流革新に向けた政策パッケージ」を決定。

＜構成員＞
議 長 内閣官房長官
副議長 農林水産大臣

経済産業大臣
国土交通大臣

構成員 内閣府特命担当大臣
（消費者及び食品安全担当）
国家公安委員会委員長
厚生労働大臣
環境大臣

※上記のほか、公正取引委員会委員長
の出席を求める。

■総理指示（令和5年3月31日）
• 物流は国民生活や経済を支える社会インフラですが、担い手不足、カーボンニュートラ

ルへの対応など様々な課題に直面しています。物流産業を魅力ある職場とするため、ト
ラックドライバーに働き方改革の法律が適用されるまで、明日でちょうど１年となります。

• 一方、一人当たりの労働時間が短くなることから、何も対策を講じなければ物流が停
滞しかねないという、いわゆる「2024年問題」に直面しております。

• これに対応するため、荷主・物流事業者間等の商慣行の見直しと、物流の標準化や
ＤＸ・ＧＸ等による効率化の推進により、物流の生産性を向上するとともに、荷主企
業や消費者の行動変容を促す仕組みの導入を進めるべく、抜本的・総合的な対応が
必要です。

• このため、物流政策を担う国交省と、荷主を所管する経産省、農水省等の関係省庁
で一層緊密に連携して、我が国の物流の革新に向け、政府一丸となって、スピード感
を持って対策を講じていく必要があります。

• そこで、１年以内に具体的成果が得られるよう、対策の効果を定量化しつつ、６月上
旬を目途に、緊急に取り組むべき抜本的・総合的な対策を「政策パッケージ」として
取りまとめてください。

「物流革新に向けた政策パッケージ」を決定（令和5年6月2日）

我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議



① 荷主の経営者層の意識改革・行動変容を促す規制的措置等の導入(※)

② 荷主・物流事業者の物流改善を評価・公表する仕組みの創設
③ 消費者の意識改革・行動変容を促す取組み
④ 再配達削減に向けた取組み（再配達率「半減」に向けた対策含む）
⑤ 物流に係る広報の推進

① 即効性のある設備投資の促進（バース予約システム、フォークリフト導入、自動化・機械化等）
② 「物流GX」の推進

（鉄道・内航海運の輸送力増強等によるモーダルシフト、車両・船舶・ 物流施設・港湾等の脱炭素化等）
③ 「物流DX」の推進

（自動運転、ドローン物流、自動配送ロボット、港湾AIターミナル、サイバーポート、フィジカルインターネット等）
④ 「物流標準化」の推進（パレットやコンテナの規格統一化等）
⑤ 道路・港湾等の物流拠点（中継輸送含む）に係る機能強化・土地利用最適化や物流ネットワークの形成支援
⑥ 高速道路のトラック速度規制（80km/h）の引上げ
⑦ 労働生産性向上に向けた利用しやすい高速道路料金の実現
⑧ 特殊車両通行制度に関する見直し・利便性向上
⑨ ダブル連結トラックの導入促進
⑩ 貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直し
⑪ 地域物流等における共同輸配送の促進(※)

⑫ 軽トラック事業の適正運営や輸送の安全確保に向けた荷主・元請事業者等を通じた取組強化(※)

⑬ 女性や若者等の多様な人材の活用・育成

① 荷主・物流事業者間における物流負荷の軽減（荷待ち、荷役時間の削減等）に向けた規制的措置等の導入(※)

② 納品期限（3分の1ルール、短いリードタイム）、物流コスト込み取引価格等の見直し
③ 物流産業における多重下請構造の是正に向けた規制的措置等の導入(※)

④ 荷主・元請の監視の強化、結果の公表、継続的なフォロー及びそのための体制強化（トラックGメン（仮称））
⑤ 物流の担い手の賃金水準向上等に向けた適正運賃収受・価格転嫁円滑化等の取組み(※) 

⑥ トラックの「標準的な運賃」制度の拡充・徹底 2030年度分についても、2023年内に中長期計画を策定

： 4.5ポイント
： 6.3ポイント
： 0.5ポイント
： 3.0ポイント

・ 通常国会での法制化も含めた規制的措置の具体化

「物流革新に向けた政策パッケージ」のポイント

１．具体的な施策

（１）商慣行の見直し

（２）物流の効率化

（3）荷主・消費者の行動変容

２．施策の効果（2024年度分）

・ 荷待ち・荷役の削減
・ 積載効率の向上
・ モーダルシフト
・ 再配達削減

3時間 → 2時間×達成率3割
38％ → 50％ ×達成率2割
3.5億トン → 3.6億トン
12％ → 6％

３．当面の進め方

合計： 14.3ポイント

2024年初

2023年末まで

・ トラック輸送に係る契約内容の見直しに向けた「標準運送約款」
「標準的な運賃」の改正等

・ 再配達率「半減」に向けた対策
・ 2024年度に向けた業界・分野別の自主行動計画の作成・公表
・ 2030年度に向けた政府の中長期計画の策定・公表

速やかに実施 ・ 2024年における規制的措置の具体化を前提とした
ガイドラインの作成・公表等

令和5年6月2日
我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議

2024年初に政策パッケージ全体のフォローアップ

（施策なし） （効果）（施策あり）

● 物流は国民生活や経済を支える社会インフラであるが、担い手不足、カーボンニュートラルへの対応など様々な課題。さらに、物流産業を魅力ある職場とするため、トラックドライバーの働き方改革に関する法律
が2024年4月から適用される一方、物流の停滞が懸念される「2024年問題」に直面。

● 何も対策を講じなければ、2024年度には14％、2030年度には34％の輸送力不足の可能性。
● 荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、一般消費者が協力して我が国の物流を支えるための環境整備に向けて、（１）商慣行の見直し、（２）物流の効率化、（３）荷主・消費者の行動変容

について、抜本的・総合的な対策を「政策パッケージ」として策定。
中長期的に継続して取り組むための枠組みを、次期通常国会での法制化(※)も含め確実に整備。
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令和５年度補正予算（物流革新緊急パッケージ関係）

３．商慣行の見直し 【一般２億円】

１．物流の効率化 【一般284億円、エネ特409億円、財政融資200億円 他】
○即効性のある設備投資・物流DXの推進 【80億円 他】

・物流事業者や荷主企業の物流施設の自動化・機械化の推進 （70億円＋1000億の内数）
・港湾物流効率化に向けた「ヒトを支援するAIターミナル」の深化や港湾物流手続等を電子化する「サイバーポート」を推進等 （10億円＋924億円の内数）
・高速道路での自動運転トラックを対象とした路車協調システム等の実証実験等 (65億円の内数)

○モーダルシフトの推進 【58億円＋６億の内数】

○トラック運転手の労働負担の軽減、担い手の多様化の推進 【15億円】

○物流拠点の機能強化や物流ネットワークの形成支援 【34億円 他】

・農産品等の流通網の強化（中継輸送等の推進） （29億円＋52億円の内数)
・物流施設の非常用電源設備の導入促進等による物流施設の災害対応能力の強化等の推進 （３億円）
・モーダルシフト等に対応するための港湾施設の整備等を推進 (2億円＋(再掲) 924億円の内数）
・高規格道路整備や渋滞対策、IC・空港・港湾等へのアクセス道路の整備による物流ネットワークの強化 （2,800億円の内数）

○標準仕様のパレット導入や物流データの標準化・連携の促進 【４億円】
○燃油価格高騰等を踏まえた物流GXの推進（物流拠点の脱炭素化、車両のEV化等）

【16億＋(再掲)924億円の内数＋409億円＋62億円の内数】
○高速道路料金の大口・多頻度割引の拡充措置の継続 【78億円】
○道路情報の電子化の推進等による特殊車両通行制度の利便性向上 【90億円の内数】

２．荷主・消費者の行動変容 【一般45億円】
○宅配の再配達率を半減する緊急的な取組 等

○トラックGメンによる荷主・元請事業者の監視体制の強化 (「集中監視月間」（11～12月）の創設) ※エネ特は、 にて記載。

総額【一般331億円、エネ特409億円、財政融資200億円 他】
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78 80 82 84 85
142

205

R5.3末 R5.5末 R5.7.20まで R5.9末

物流革新緊急パッケージ関係予算（物流・自動車局）

【物流DX等による生産性向上・担い手の多様化の推進】

パレット

○我が国の物流は国民生活や経済を支える重要な社会インフラであり、物流2024年問題への対応が喫緊の課題
○本年10月に取りまとめられた「物流革新緊急パッケージ」に基づき、①物流の効率化、②荷主・消費者の行動変容、
③商慣行の見直しを柱とする緊急的に取り組むべき対策を実施

【ゆとりある配送
日時の指定等】

【消費者が受取方
法等を選択】

【コンビニ受取等
柔軟な受取方法】

【ポイント還元】
【消費者の行動変容を促す仕組み】

①物流の効率化（一般会計112億円+財政投融資200億円）

②荷主・消費者の行動変容（一般会計45億円） ③商慣行の見直し（一般会計2億円）

31f
t
40f
t

物流の停滞を回避するため、物流DXや標準化等により生産性向上を図るとともに、モーダルシフト等を含む脱炭素化や人材の活用・育成を推進

【物流拠点の機能強化】【モーダルシフトの推進】
モーダルシフト加速化緊急対策事業：58億円
モーダルシフト等推進事業：1.2億円

【物流GXの推進】

無人フォークリフト自動倉庫
【物流標準化の促進】

再配達半減の取組や広報を通じ、荷主・消費者の意識改革・行動変容を促進
【宅配の再配達率を半減する緊急的な取組】 【トラックＧメンによる荷主・元請事業者の監視体制の強化】

荷主・物流事業者において、非効率な商慣行の見直しを実施

（大型トラックと互換性のある規格）

（海上コンテナの規格）

テールゲートリフター

トラックGメンによる「働きかけ」の件数（累計） 単位：件

令和5年度1次補正予算
一般会計 159億円
財政投融資 200億円

非常用電源設備

物流DX推進実証事業：15億円 テールゲートリフター等導入支援事業：14.6億円

災害対応能力強化事業：3億円 物流標準化促進事業：4億円

再配達半減に向けた緊急対策事業：45億円

物流脱炭素化促進事業：15億円

28



２０３０年度に向けた政府の中長期計画①

2023年6月に関係閣僚会議で決定された「物流革新に向けた政策パッケージ」に盛り込まれた施策に
ついて、2030年度までのロードマップを作成するもの。
2030年度に見込まれる34％の輸送力不足（施策なしケース）を補うことを目指す。
この中長期計画については、毎年度フォローアップを行い、次期（2026～2030年度）の「総合物流
施策大綱」を閣議決定するタイミングと合わせて見直し。

○施策による輸送力への効果
2030年度2024年度
100
▲34
+34.6

+7.5
+15.7
+6.4
+3.0
+2.0

100
▲14
＋14.5

+4.5
+6.3
+0.7
+3.0

必要輸送力
施策なしケース
施策による効果
うち荷待ち・荷役削減

積載率向上
モーダルシフト
再配達削減
その他
（トラック輸送力拡大等）

○「標準的運賃」の引上げによる賃上げ効果（推計）

※次年度以降も効果拡大

初年度賃上げ効果（推計）
10%前後（約6～13%）

「標準的運賃」の８％
引上げを通じて波及する

運賃改定の効果

荷役作業の料金等を
適正に収受できるように

なる効果

令 和 ６ 年 ２ 月 １ ６ 日
我が国の物流の革新に
関 す る 関 係 閣 僚 会 議

29



２０３０年度に向けた政府の中長期計画②

主要施策のポイント

（1）適正運賃収受や物流生産性向上のための法改正等
○以下について、通常国会での法制化
・一定規模以上の荷主・物流事業者に対する荷待ち・荷役時
間短縮に向けた計画作成の義務付け

・トラック事業における多重下請構造是正に向けた実運送体制
管理簿作成、契約時の書面による交付等の義務付け 等

○トラックドライバーの賃上げ等に向けた貨物自動車運送事業法
に基づく「標準的運賃」の引上げ及び「標準運送約款」の見直
し

○悪質な荷主・元請事業者への監視・指導の徹底（トラックGメ
ンによる集中監視）

（2）デジタル技術を活用した物流効率化
○荷待ち・荷役時間短縮に向けた自動化・機械化設備・シス

テム投資を支援
○物流標準化やデータ連携の促進等フィジカルインターネット・

ロードマップを踏まえた取組を推進し、積載率向上に向けた
共同輸配送や帰り荷確保を促進

○自動運転やドローン物流等のデジタル技術を活用したサー
ビスについて実装を加速

（4）高速道路の利便性向上
○大型トラックの法定速度を2024年４月に90km/hに引上げ
○ダブル連結トラックについて、運行路線の拡充やダブル連結ト

ラックに対応した駐車マス整備を含め導入促進
○大口・多頻度割引の拡充措置を継続、法令を遵守しない事

業者に対しては、割引制度を厳格に運用

（5）荷主・消費者の行動変容
○ポイント還元実証事業等を通じた再配達削減の仕組みの

社会実装
○「送料無料」表示の見直しについて、2023年度中にその見

直し状況を確認するため、フォローアップ調査を実施

（3）多様な輸送モードの活用推進
○大型コンテナの導入支援等を通じたモーダルシフトの推進強
化
○自動物流道路の構築（10年で実現を目指す。）
○自動運航船の本格的な商用運航（2026年までに国際

ルールを策定することにより、2030年頃の実現を目指
す。）

P2

P3

P4

P5

P6

P7

P8

令和６年２月１６日
我が国の物流の革新に
関 す る 関 係 閣 僚 会 議
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「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組
に関するガイドライン」



（Ⅱ）「加工食品、飲料・酒」「建設資材」

「紙・パルプ」物流ガイドラインについて
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「加工食品、飲料・酒」「建設資材」「紙・パルプ」物流ガイドライン
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（Ⅲ）標準仕様パレットについて
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標準仕様パレットについて（パレット標準化推進分科会 最終とりまとめ）
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標準仕様パレットについて（パレット標準化推進分科会 最終とりまとめ）



（Ⅳ）異常気象時における輸送の安全の

確保について
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異常気象時における輸送の安全確保について①
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異常気象時における輸送の安全確保について②
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（Ⅴ）「ホワイト物流」推進運動について
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「ホワイト物流」推進運動

深刻化が続くトラック運転者不足に対応し、国民生活や産業活動に必要な物流を安定的に確保するとともに、
経済の成長に寄与することを目的に、次の点に取組む運動。平成30年度から実施。
① トラック輸送の生産性の向上・物流の効率化
② 女性や60代以上の運転者等も働きやすいより「ホワイト」な労働環境の実現

価格競争回避
取引企業の増

信頼性向上↑

その他企業
国 民

イメージアップ↑

売上増・就職者増

＝

＝

理解・協力

※ホワイト物流推進運動の
取組企業が働きやすく
なっていることについてPR

荷主企業

[自主行動宣言企業]
3,028社

（令和７年１月16日時点）

ホワイト物流推進運動

物流事業者

理解・協力

期待できる効果

企業の社会的
責任の遂行等

事業活動に
必要な物流を
安定的に確保

物流の効率化に
よる二酸化炭素
排出量の削減

業界の商慣習や
自社の業務プロ
セスの見直しによ
る生産性の向上

①「自主行動宣言」の必須項目に合意し、運動への賛同表明(企業名公表)
必須項目 ●取組方針 ●法令順守への配慮 ●契約内容の明確化・遵守

②自社で取り組む「推奨項目」を選定
推奨項目 Ａ.運送内容の見直し

予約受付システムの導入､パレット等の活用､リードタイムの延長 等
Ｂ.運送契約の方法

運賃と料金の別建て契約､燃料サーチャージの導入 等
Ｃ.運送契約の相手方の選定

働き方改革等に取り組む物流事業者の積極的活用 等
Ｄ.安全の確保

荷役作業時の安全対策､異常気象時等の運行の中止･中断 等
Ｅ.その他

宅配便の再配達の削減への協力､引越時期の分散への協力 等
Ｆ.独自の取組
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ホワイト物流推進運動ポータルサイト：https://white-logistics-movement.jp/



（Ⅵ）働きやすい職場認証制度について
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「自動車運送事業者のための「働きやすい職場認証制度」
（正式名称：「運転者職場環境良好度認証制度」）

働きやすい職場認証制度WEBサイト：https://ｗｗｗ.untenshashokuba.go.jp


